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会社法上と法人税法上の役員は異なる 
一般に、会社法上の役員とは、取締役、監査役、会計

参与等をいいます。これらの役員は法人税法上も役員と

され、その給与は、定期同額給与や事前確定届出給与

などとして、税法上の要件を満たすことで損金算入（費

用とすること）が認められます。 

法人税法では、役員の肩書きがない人であっても、事

実上、会社の経営に関与している人は役員とみなされます。 

例えば、会社法上の役員ではないが、会長、相談役、

顧問などの肩書きで経営に従事している人や、同族会

社の従業員になっているけれど、一定の持株割合を超え

る株主であって、経営に従事している人などが該当します。 

このように、会社法上の役員でなくても、実質的に役

員と同様の人を法人税法では、「みなし役員」として取り

扱います。 

役員給与が決定したら議事録を作成 
役員給与は、株主総会において決定します。株主総会

では役員給与の総額の決議でよく、各役員の給与につ

いては取締役会や取締役間の協議等で決議することが

できます。 

株主総会や取締役会の議事録や支給決定通知書な

どの書類を作成しましょう。議事録は、税務上の証拠資

料としてだけでなく、事業年度ごとに役員が意思を持っ

て役員給与の額を決定し、その管理、統制を行うという

意味でも重要な記録になります。 

中小企業の場合、経営者自らが自身の役員給与を決

めることになりがちです。 

自分の会社という意識から主観的に決定するのでは

なく、前年実績、当期の利益計画や業績見込みなどを基

礎にして、あくまでも経営の現状をしっかりと把握し、1年

以内に返済する借入元本額を含めたキャッシュ・フロー

を確認した上で、役員給与を検討することも重要です。 

定期同額給与と事前確定届出給与 
法人税法上、損金算入が認められる役員給与には、

定期同額給与や事前確定届出給与などがあります。 

（1） 定期同額給与 

  1 か月以下の一定期間ごとに同額で支給する給与で、

役員ごとに個々に役員給与月額を定めます。原則として、

事業年度の途中に支給額を改定することは認められま

せん。 

ただし、期首から 3 か月以内の改定であって、改定前

の各支給時期の支給額が同額であり、改定後の各支給

時期における支給額が同額であれば、定期同額給与と

みなされます。 

例外として、役員の職務内容の重大な変更、経営状

況の著しい悪化などの理由で改定が認められる場合が

あります。 

ただし、一時的に資金繰りが悪化した、単に業績目標

に届かなかったなどは、「著しい悪化」には該当しないた

め注意が必要です。 

(2) 事前確定届出給与 

役員に賞与を支給したいときなど、役員の職務につき

所定の時期に、確定した支給額等をあらかじめ定め、そ

れに基づいて支給する給与等が事前確定届出給与です。

その内容に関する届出を、所定の期日までに所轄税務

署長に提出することが必要です。 

届け出た支給時期、支給額どおりに支給することで、

損金算入が認められます。 

親族が役員の場合、勤務実態に注意 
社長の家族や親族へ役員給与を支給する場合、税務

調査で、勤務実態に照らして支給額が「不相当に高額」

でないか、そもそも勤務実態があるかをチェックされるた

め、勤務実態を説明できる資料等を残しておきましょう。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：TKC事務所通信 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

2022 年 9 月 第 339 号 

～  中 期 経 営 計 画 教 室 の ご 案 内  ～  

■今月の開催日時： 

令和 4 年 9 月 15 日（木）10：00～17：00   

※毎月第三木曜日開催  

■会  場：ベイヒルズ税理士法人 セミナー室  

■参加費：弊社顧問先様 1 日 33,000 円（税込） 

一般の方    1 日 55,000 円（税込）        

※詳細のお問い合わせ、お申し込みは、045-450-6701 

（担当 MAS 課）までご連絡ください。 

 


